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添付書類
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業補助金交付申請に関する様式一式
＊住民主体のサービス推進事業補助金交付の手引きは下記要綱を基に作成しています。
各要綱も併せてご参照ください。
〇伊豆市住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱
〇伊豆市介護予防・日常生活支援総合事業の第1号訪問事業及び第1号通所事業の人員、設備並びに運営に関する基準を定める要綱
〇伊豆市介護予防・日常生活支援総合事業のサービス利用等に関する実施要綱
１．介護予防・日常生活支援総合事業とは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　介護予防・日常生活支援総合事業(総合事業)は、市が中心となって、訪問型・通所型サービスの他、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体の参画により、住民主体の多様なサービスを充実することで、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的で柔軟な支援等を可能とすることを目指すものです。
２．住民主体のサービス(訪問事業サービス・通所事業サービス)補助の目的　　　　　　　
　地域住民主体の自主活動として行う要支援者等の見守り支援、生活支援等を行うことで自立した日常生活を送ることを支援する「訪問事業サービス」や要支援者等を含む地域住民の交流や助け合いで社会的孤立を防止し、生きがいや健康保持を図り、要介護状態を予防し、自立した日常生活を支援する「通所事業サービス」を実施する団体に対して、事業に必要と認められる経費を補助し、地域住民主体の支援活動を応援します。
３．要支援者等とは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
在宅で生活している
①要支援1・2の認定者
②総合事業対象者（基本チェックリスト（厚生労働大臣が定める基準の記入内容がいずれかの基準に該当した者）別表１
③継続利用要介護者（要介護認定を受ける前から市の補助により実施される住民主体のサービスを継続的に利用する要介護者）
４．補助金交付の条件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①住民主体のサービスを実施する場合、住民主体のサービス登録届出書を市に提出する。
②訪問・通所事業サービスの従事者は1人以上（ボランティアも含む）を確保し、利用者の状況に応じて必要な員数を確保する。
③団体は代表者及び利用者のサービスを調整する従事者を配置する。ただし代表者が従事者を兼務することができる。
④サービスを適切かつ安全に提供するために従事者に必要な研修を受講させる。
⑤運営にあたり利用者から無理のない範囲で負担金を徴収するなど、自主財源の確保に努める。
⑥開催頻度の基準は、原則週1回以上の開催とする。ただし、通所事業サービスの活動時間の基準は2時間以上とする。
⑦活動内容は、介護予防・自立支援を目的とし、参加者の活動に応じた多様な活動とする。
　ただし、特定の活動に限定したクラブ活動は認めない。
⑧利用者名簿や活動内容、金銭の収支状況を日誌等で記録する。（年度終了後5年間保存）
⑨国が定める以下の「必ず遵守すべき基準」に基づき補助事業を実施する。
・補助事業の利用者に病状の急変や事故発生時は、速やかに緊急連絡先への連絡対応を行い、記録に残す。
・補助事業の実施時、知り得た利用者及び家族の秘密を正当な理由なく漏らしてはならない。
・補助事業を実施する時は従事者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行う。
・補助事業の廃止・休止する場合は、速やかに市長に届出る。
⑩補助事業が予定の期間完了する見込みのない場合若しくは完了しない等の場合、速やかに市長に届出る。
５．立ち上げ・運営費補助金（補助対象経費と補助上限額）　　　　　　　　　　　　
　
補助金の区分、補助対象経費及び補助金の額は別表２のとおり。
①補助対象経費は、他の補助制度等の収入がある場合は、補助対象経費から他の補助制度の補助額やその他の収入額（利用料等）を差し引いた額と24万円のいずれか少ない額とする。
②利用者のうち要支援者等が占める割合が半分以上の場合は、補助対象経費の全額を補助する。
③利用者のうち要支援者等が占める割合が半分を下回る場合は、補助額に利用者のうち要支援者等が占める割合を乗じて得た額を上限とする。
④補助金の額に1000円未満があるときは、これを切り捨てとする。
６．補助金事務手続きの流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　住民主体のサービスの立ち上げ及び運営に係る費用を補助するものです。
★補助金交付の条件は満たしていますか？
　　　　　　👇はい
　　　　　①補助金交付申請書は伊豆市ホームページからダウンロード又は担当課へ。
　　　　②添付書類は・全体計画書、・収支予算書、・チラシなど活動内容が分かる書類。
　　　　  ③申請書に添付書類を添えて当該年度の5月末日までに担当課へ提出する。


　　　　　①各圏域の生活支援コーディネーター、協議体からの意見を聴取し、特段の事情がなければ交付を決定し、交付決定通知書を交付する。
　　　　　②補助額については、予算の範囲内において増減する場合がある。
　　　　　③補助金交付決定通知後、補助金の概算払いすることができる。概算払いする額は補助金交付決定額の10分の8以内の額とする。ただし、補助金の額を確定した場合、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える部分の返還をする。

　　　　　①利用者の名簿を作成し、利用者のうち要支援者等の参加人数の把握と金銭の収支状況の管理を行ってください。
　　　　　②要支援者等で支援プランを基に利用する場合、ケアマネジャー、本人、家族との調整をお願いします。（サービス調整役）
　　　　　③運営に係る経費の領収書等は補助金精算時に必要ですので、必ず保管してください。
　　　　　④生活支援コーディネーターや地域包括支援センターと定期的な活動報告や情報交換を行ってください。
　　　　　⑤補助事業において会計帳簿を備え、他の経理と区分して事業の収入額、支出額を記載し補助金の使途を明らかにしておいてください。
　　　　　⑥毎月の利用者状況を把握し、年度末までに利用者のうち要支援者等の人数が半分を満たないと見込まれる場合は、変更申請が必要になります。

　　　　　①実績報告書は事業完了の日から30日以内又は年度の末日までのいずれか早い日までに担当課へ提出してください。
　　　　　②添付書類は・実績報告書、・収支報告書、・補助対象経費に係る契約書、納品書、請求書、領収書等の写し、・利用者名簿

　　　　　①書類の審査及び生活支援コーディネーター、協議体からの意見を聴取し、適合すると認めたとき補助金額を決定し確定通知をします。
②請求書の指定された口座に補助決定額を振り込みます。
　　　　　③事前に支払った補助金の額よりも確定額が低い場合、差額を返還していただきます。
　　　　　　市から返還用の納付書を送付しますので、金融機関で納付してください。

７．補助金についての留意事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　事業の実施にあたり、下記の留意事項や条件を守ってください。条件等に反して支出されたものは、補助金の対象外となりますので、十分留意してください。
①団体の構成員に対する謝金は、原則として補助対象外です。
②昼食や飲酒に係る費用(会議などの弁当も含む)は、補助対象外です。
③お土産代やイベント時の景品は補助対象外です。
④ボランティア活動に対する奨励金（謝礼金）を補助の対象とすることも可能です。
⑤施設整備の費用、直接要支援者等に対する支援等と関係のない費用（従事者の募集・雇用、広告・宣伝に要する費用等）は対象外です。

⑥領収書は、日付の記入、宛名は正式な団体名の記入、内訳の明記をし、必ず保管しておいてください。
⑦補助対象となる経費は当該年度の交付決定日から当該年度の3月31日までに支払ったものです。
⑧補助対象となる利用者や補助金額の考え方
　　　　　　　　　　　　　　　　　利用者10人

	継続利用要介護者
	要支援1・2
	総合事業対象者
（基本チェックリスト該当者）
	元気高齢者
障害者
子ども
要介護者等


　　 １人　　　　　3人　　　　　　　　　　　　4人　　　　　　　　2人
　　　　　　　要支援者等（補助対象者となる利用者）　8人
※利用者の半分以上が要支援者等の場合、補助対象経費全額が補助対象になる。
※利用者の半分以下が要支援者等の場合、補助対象経費に要支援者等の割合を乗じた額とする。（例）利用者の4割が要支援者等の場合、補助対象経費の40％を補助対象とする。
⑨サービス調整人件費とは、要支援者等のうち、自立した日常生活を送るために、支援の必要がある要支援者等に対してケアマネジャー（地域包括支援センター）が計画を作成します。その計画を基に、サービスの利用に当たって調整をする従事者の人件費（マッチング料）になります。ケアマネジャーの計画は別表３のとおり

サービス利用開始後も利用の継続状況や心身の状況・変化について気にかけ、変わりがあるときは、ケアマネジャーに連絡してください。
８．その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①事業の実施にあたり、運営に関する困りごとや補助金の申請に関することなどの相談窓口として生活支援コーディネーターや各圏域の地域包括支援センター、市担当課に相談しましょう。
②訪問事業サービス・通所事業サービスの補助団体は要支援者等への参加機会の提供や利用の促進に努めてください。
③事業の実施ができなくなった時、変更をする必要が生じた時など、当初の計画と異なる時は、変更届が必要になりますので速やかに市担当課までご連絡ください。
④事業を中止又は不正の手段により補助金の交付決定を取り消された場合は、補助金の全部又は一部を返還していただく場合があります。
⑤ケガなどを補償する保険に加入し、住民主体のサービス提供中の事故に備えてください。
⑥通所事業サービス実施時は、利用者の出席を確認し、無断で欠席の場合は連絡を取るなど、利用者の見守りに努めてください。
別表１ 　基本チェックリスト様式　　　　　　　　記入日：平成 　年　 月　 日
	氏　名
	
	住　所
	
	生年月日
	

	NO．
	質問項目
	該当に〇をつける

	１
	バスや電車で１人で外出していますか
	0.はい
	1.いいえ


	２
	日用品の買い物をしていますか
	0.はい
	1.いいえ

	３
	預貯金の出し入れをしていますか
	0.はい
	1.いいえ

	４
	友人の家を訪ねていますか
	0.はい
	1.いいえ

	５
	家族や友人の相談にのっていますか
	0.はい
	1.いいえ

	６
	階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか
	0.はい
	1.いいえ

	７
	椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか
	0.はい
	1.いいえ

	８
	１５分位続けて歩いていますか
	0.はい
	1.いいえ

	９
	この１年間に転んだことがありますか
	1.はい
	0.いいえ

	10
	転倒に対する不安は大きいですか
	1.はい
	0.いいえ

	11
	６ヶ月間で２～３kg 以上の体重減少がありましたか
	1.はい
	0.いいえ

	12
	身長 cm 体重 kg （ＢＭＩ＝ ）(注)

	13
	半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか
	1.はい
	0.いいえ

	14
	お茶や汁物等でむせることがありますか
	1.はい
	0.いいえ

	15
	口の渇きが気になりますか
	1.はい
	0.いいえ

	16
	週に１回以上は外出していますか
	0.はい
	1.いいえ

	17
	昨年と比べて外出の回数が減っていますか
	1.はい
	0.いいえ

	18
	周りの人から｢いつも同じ事を聞く｣などの物忘れがあると言われますか
	1.はい
	0.いいえ

	19
	自分で電話番号を調べて、電話をかけることをしていますか
	0.はい
	1.いいえ

	20
	今日が何月何日かわからない時がありますか
	1.はい
	0.いいえ

	21
	（ここ２週間）毎日の生活に充実感がない
	1.はい
	0.いいえ

	22
	（ここ２週間）これまで楽しんでやれていたことが楽しめなくなった
	1.はい
	0.いいえ

	23
	（ここ２週間）以前は楽にできていたことが今はおっくうに感じられる
	1.はい
	0.いいえ

	24
	（ここ２週間）自分が役に立つ人間だと思えない
	1.はい
	0.いいえ

	25
	（ここ２週間）わけもなく疲れたような感じがする
	1.はい
	0.いいえ


（注）ＢＭＩ＝体重(kg)÷身長(m)÷身長(m)が18.5 未満の場合に該当とする
表８ 事業対象者に該当する基準
	① 様式第一の質問項目№1～20 までの20 項目のうち10 項目以上に該当

	② 様式第一の質問項目№6～10 までの５項目のうち３項目以上に該当

	③ 様式第一の質問項目№11～12 の２項目のすべてに該当

	④ 様式第一の質問項目№13～15 までの３項目のうち２項目以上に該当

	⑤ 様式第一の質問項目№16 に該当

	⑥ 様式第一の質問項目№18～20 までの３項目のうちいずれか１項目以上に該当

	⑦ 様式第一の質問項目№21～25 までの５項目のうち２項目以上に該当


別表２
	補助金の区分
	補助対象経費
	補助額

	運営費補助

	運営費、消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費、通信運搬費、保険料、サービス調整人件費、講師謝礼（委託料、食糧費を除く）、利用者の移動に要する経費、備品購入費、修繕費
	補助対象経費に要した金額から利用者負担等の収入を控除して得た額と240,000円のいずれか少ない額


	立ち上げ補助
（改修費・備品購入補助）
	事業の立ち上げに必要な改修、備品購入費などの経費
	補助対象経費に要した金額と事業所１か所につき150,000円のいずれか少ない額

	家賃、会場使用料補助
	空き家、貸しだし部屋等の賃借料
	年額120,000円

	介護予防体操補助
※通所型のみ
	介護予防体操を行うために必要な講師料、体力テスト等に係る経費
	年額30,000円


備考　利用者のうち要支援者等が占める割合が半分を下回る場合は、運営費補助に係る補助額に利用者のうち要支援者等が占める割合を乗じて得た額を補助額とする。
	包括センター

		連絡先

	
	計画作成日

		ﾁｪｯｸﾘｽﾄ実施

	

	　　　　ケアマネジメントプランC　
利用者名
基本チェックリスト該当基準

支援提供団体・連絡先

本人の生活の目標
【～してみたい、参加したいなど】

維持・改善すべき課題（目標）
（ケアマネの課題分析）

その課題の解決への具体的対策

支援内容
特記事項（経過・評価）

　支援提供団体と地域包括支援センターの連絡体制
　㊟　ご本人が連絡なく欠席（不在）したり、利用の中止や体調・様子の変化があるときは、地域包括支援センターの担当者に連絡してください。
上記計画に同意します　令和　年　月　日氏名




別表３
備考　ケアマネジャー（地域包括支援センター）が作成したプランを基に支援をし、利用者の状況や身体状況の変化がありましたら担当ケアマネジャーにご連絡ください。
参考資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）利用者名簿　　　
	番号
	氏　　　名
	要支援者等
	〇／〇
	〇／〇
	〇／〇
	〇／〇
	〇／〇
	〇／〇

	１
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	

	10
	
	
	
	
	
	
	
	

	11
	
	
	
	
	
	
	
	

	12
	
	
	
	
	
	
	
	

	13
	
	
	
	
	
	
	
	

	14
	
	
	
	
	
	
	
	

	15
	
	
	
	
	
	
	
	

	16
	
	
	
	
	
	
	
	

	17
	
	
	
	
	
	
	
	

	18
	
	
	
	
	
	
	
	

	19
	
	
	
	
	
	
	
	

	20
	
	
	
	
	
	
	
	

	21
	
	
	
	
	
	
	
	

	22
	
	
	
	
	
	
	
	

	23
	
	
	
	
	
	
	
	

	24
	
	
	
	
	
	
	
	

	25
	
	
	
	
	
	
	
	


	開催日数
	
	延べ参加人数
	
	要支援者等数
	


㊟　要支援者等：要支援１・２、総合事業対象者、継続利用要介護者
様式第１号（第６条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業補助金交付申請書
　　年　　月　　日
伊豆市長　様
住民主体のサービスの名称
（訪問事業サービス・通所事業サービス）
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　年度、住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業補助金の交付を受けたいので、伊豆市住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱第６条の規定により次のとおり申請します。
記
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　申請金額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　※添付書類
⑴　住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）全体計画書
（様式第２号）
⑵　チラシ等活動内容が分かる書類
⑶　収支予算書
⑷　その他市長が必要と認める書類
様式第２号（第６条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）　
全体計画書（変更）
	①住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）の名称
	

	②代表者
	・団 体 名
・役　　職
・氏　　名
・住　　所
　　　　　　　　　
・電話番号

	③スタッフ人数

	

	④事務局の場所又は開催場所
	・住　　所
・名　　称

	⑤活動地域の範囲

	

	⑥基本的な活動内容
	・実施日（定例曜日）
・実施時間（基本）　　　　　：　　　～　　　：
・参加者数（予定）　　　　　　　　　人（一回あたり）
・年間実施回数（予定）　　　　　　　回

	⑦住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）で取り組む内容
（参加者の活動内容）
	


　※　所有者本人がご記入ください。
下記の建物を住民主体のサービス（訪問事業・通所事業）として利用することを承認します。
	建物所有者の確認
	建物名称または住所


	
	住　　所
氏　　名
電話番号


様式第３号（第８条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業
補助金（廃止・休止）届出書
　　年　　月　　日
伊豆市長　様
住民主体のサービスの名称
（訪問事業サービス・通所事業サービス）
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　年　　月　　日付け住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業補助金の交付決定について、下記のとおり、廃止（休止）したいので、住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱第８条の規定により届出します。
記
　１．廃止又は休止日　　　　
　２．廃止又は休止理由　　　　 

　　　
様式第４号（第９条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業
補助金交付決定通知書
　　年　　月　　日
　様
伊豆市長　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　年　　月　　日付け住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業補助金の交付申請について、下記のとおり、決定したので、伊豆市住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱第９条の規定により通知します。
記
　１．補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　２．補助金交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　
　３．条件等
様式第５号（第10条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業
補助金交付変更承認申請書
　　年　　月　　日
伊豆市長　様
住民主体のサービス（訪問事業・通所事業）の名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　年　　月　　日付で申請した住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）
推進事業補助金について、事業内容の変更が生じたため、伊豆市住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱第10条の規定により次のとおり申請します。
記
　１．当初交付申請金額　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
　２．変更交付申請金額　　　金　　　　　　　　　　　　　　円
　３．変更理由
　４．変更事項
　※添付書類
⑴　住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）全体計画書（変更）
（様式第２号）
⑵　変更収支予算書
⑶　その他市長が必要と認める書類
様式第６号（第11条関係）
実　績　報　告　書
　　年　　月　　日
伊豆市長　様
住民主体のサービスの名称
（訪問事業サービス・通所事業サービス）
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　年　　月　　日付で交付決定を受けた住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業補助金の交付について、事業が終了したので伊豆市住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱第11条の規定により、関係書類を添付し報告いたします。
記
　１．補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　２．補助金交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　
　３．事業実績額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　４．添付書類
　　　⑴　住民主体のサービス（訪問事業・通所事業）実施報告書（様式第７号）
　　　⑵　収支報告書
　　　⑶　収支報告に係る領収書の写し
　　　⑷　その他市長が必要と認める書類
様式第７号（第11条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）実施報告書（　　　年度）
住民主体のサービス名　称
（訪問事業サービス・通所事業サービス）　　　　　　　　　　　　　　　
代　表　者　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	月
	実施回数
	①参加(利用)実人数
	①の内要支援者等の人数
	参加(利用)延人数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


※用紙が不足する場合は、適宜追加してください。
様式第８号（第12条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業
補助金交付確定通知書
　　年　　月　　日
　様
伊豆市長　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)
　　年　　月　　日付で実績報告のあった事業について、伊豆市住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱第12条の規定により補助金の確定をしましたので通知します。
記
　１．補助金交付申請額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　２．補助金交付決定額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　
　３．補助金交付確定額　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
様式第９号（第13条関係）
住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業
補助金(概算払い)請求書
　　年　　月　　日
伊豆市長　　　　　　様
住民主体のサービスの名称
（訪問事業サービス・通所事業サービス）
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　　年　　月　　日付で交付確定を受けた、住民主体のサービス（訪問事業サービス・通所事業サービス）推進事業補助金の交付を受けたいので、伊豆市住民主体のサービス推進事業補助金交付要綱第13条の規定により、次のとおり請求します。
記
　１　交付確定（決定）額　　　　　　　　　　　　　　　円
　２　概　算　受　領　額　　　　　　　　　　　　　　　円
　３　今　回　請　求　額　　　　　　　　　　　　　　　円
	振込金融機関

	金融機関名
	

	
	支店名
	

	
	口座種別
	

	
	口座番号
	

	
	（フリガナ）
口座名義
	

	
	
	


補助金交付申請書の提出





補助金交付決定





住民主体のサービス等事業実施





実績報告書の提出





補助金の交付
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